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The Rise and Characteristics of the New Radical Right in the 

Netherlands

OYAMA Tomo

 The rise of the new radical right in Western European political parties started in the late 1980s and 

is now expanding across Europe. While causes of the rise of the new radical right vary in each county, 

a common characteristic of many radical right parties is their exclusive stance toward the immigration 

issue. Has the expanding support for these radical right parties across Europe resulted from an 

increasing sense of xenophobia among European citizens against immigrants? Or has it resulted from 

the radical right parties’ usual tactic of gaining public support by expressing negative opinions on the 

immigration issue in order to acquire political legitimacy?

 This paper aims to clarify the rise of the radical right in the Netherlands in and after 2000. 

Focusing on two parties, Lijst Pim Fortuyn and Partij voor de Vrijheid, the study identifies 

characteristics of the radical right in Netherlands. Especially, it reviews and examines changes in Dutch 

society, including globalization and the expansion of the EU since the 1990s, in order to trace structural 

changes in the Dutch political system and examine the ways in which such changes are linked to the 

rise of the radical right. 

 The paper also examines causes of the expansion of public support for the new radical right: why 

it has been able to gain public support by proclaiming itself to be anti-immigration and anti-Muslim, 

despite the fact that most radical right candidates have historically been avoided by most citizens 

and treated as fringe candidates since the Second World War. In addition, the paper clarifies how the 

immigration issue in Dutch society has affected the radical right and how the radical right has gained 

the support of voters, including the arguments used by the radical right to acquire political legitimacy 

for its anti-immigration and anti-Muslim stance. 
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1．はじめに
　本稿の目的は、オランダにて2000年以降に
躍進したピム・フォルタイン（Pim Fortuyn） 
を党首とするフォルタイン党（Lijst Pim For-

tuyn）を中心に、ヘルト・ウェルデルス（Geert 

Wilders）の率いる自由党（Partij voor de Vri-

jheid）の2つの新右翼政党に焦点を当て、オラ
ンダの新右翼の特質を明らかにするものであ
る。さらに、本論文において単にオランダの新
右翼政党の動向のみに着目するのではなく、移
民問題との関連性をあわせて検討を試みる。そ
の理由を、以下3点にまとめる。

 第一に、移民問題がもつ可塑性という特質
である。ヨーロッパの新右翼政党の大半がこ
ぞって「反移民」を主張の主軸となす理由とし
て、雇用、教育、社会経済、社会福祉、住宅政
策等、国家が抱える多様な問題を、移民問題へ
と集約できるその可塑性によるものと言われて
いる。反移民主張を単なるゼノフォビアとして
の側面から捉えるだけではなく、新右翼政党の
政治戦略の手段として分析を行うことで、反
移民の論理が如何に市民に対し、政治的正当
性を与えることができたのか、新右翼台頭の背
景や拡大をより考察するこができると考える。  

　第二に、90年代から2000年代初頭にかけて
の、移民問題における争点の変容である。グロー
バル化やＥＵ拡大によって、ヨーロッパがボー
ダレス化する中で、移民問題の争点は以前のよ
うな雇用、社会保障の所得再分配や政府の経済
介入といった社会経済的次元から、宗教、アイ
デンティティ、道徳や規範といった理論的次元
へと移行している。さらに政治トピックスの一
つであった移民問題が、政治論議の中心に移行
しつつある状況も、新右翼政党の台頭との関係
性に影響を及ぼすものと考えることができる。
　第三に、移民問題に端をなす事件のオランダ
社会へ与えるインパクトの強さである。2002

年5月の総選挙直前には、新右翼政党フォルタ
イン党の党首フォルタインが暗殺され、さらに
2004年11月には、反イスラム主張を掲げる映
画監督テオ・ファン・ゴッホが急進派イスラム

教徒により殺害されるという2つの事件が発生
した。また、2006年6月には当時のバルケネン
デ内閣にて、故ファン・ゴッホと関わりがあっ
た元イスラム教徒であるソマリア出身のアヤー
ン・ヒルシ・アリ下院議員の帰化問題をめぐり、
内閣が総辞職に至っている。これらの事件のよ
うに、オランダでは21世紀に入り社会・政治両
面において、新右翼政党の動向や反イスラム主
義の影響が、オランダ社会全体にインパクトを
与えているのである。
　もともと、第2次世界大戦のナチス侵攻と抵
抗の歴史にもあるようにオランダ国民にとって
右翼政党は忌避される存在であった。現に過
去にさかのぼれば、オランダでも右翼政党は存
在しているが、支持率は2％程度に留まってお
り、政治勢力としての存在は無きに等しいもの
であった。また、多極共存型民主主義の原則に
基づいて形成されていたオランダの柱状社会
（verzuiling1）の成り立ちは、宗教や信条によっ
て分断区画化されたマイノリティ同士が、社会
的亀裂や紛争を起こすことがないように機能化
されたシステムであった。80年代までのオラン
ダ社会と移民との関係性を概観する限り、柱状
社会による機能はオランダ国民のみならず、エ
スニッックマイノリティである移民たちにも適
用されていたと考えることができる。これらの
歴史的文脈において、なぜ反移民を掲げるオラ
ンダの新右翼政党らが、この10年に急成長を遂
げることが可能になったのであろうか。さらに
付け加えるならば、オランダ政治体制の如何な
る変容が、新右翼台頭に結び付いたかというこ
とである。

2．新右翼政党台頭の土壌の形成
2.1　戦後オランダの移民史
　戦後オランダの移民・外国人の流入は、大き
く3つに分類することができる2。第一の流入と
して、戦後1946～ 62年にかけてのオランダ領
東インドとニューギニアからの移民であり、第
二の流入として、西インド諸島にあるオランダ
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の旧植民地スリナムおよびオランダ領アンティ
ルからの移民である。そして第三の流入は、60

年代に受入れを開始した地中海沿岸地域出身の
外国人労働者である。この中でも、とりわけ現
代のオランダ全体の社会問題として扱われてい
るのが、第三の流入である外国人労働者であり、
具体的にはイスラム系であるトルコとモロッコ
出身の移民らである。
　2010年当時のオランダの移民・外国人労働
者数は343万人でありこれはオランダ総人口に
対し20.6％の割合であった。この値は90年代半
ば以降徐々に増加傾向を見せる。また移民・外
国人労働者の中でも、特にトルコ人とモロッコ
系移民の人口が高い割合であり、国内の非西欧
諸国移民者186万人のうち4割を占める73万人
となる3。ただ、イスラム系移民がオランダに
おける社会問題として扱われるのは、単に人口
数の多さからではない。戦争直後から多数の移
民の受入れを実施してきたオランダの歴史にお
いて、旧植民地出身の移民者とオランダ社会と
の軋轢がなかった訳ではなく4、イスラム系以
外の移民に関しても、オランダ社会での共生の
厳しさが伝わる事例が過去や現在に存在してき
た。ではなぜ現在のオランダ社会において、イ
スラム系移民が問題視されるのであろうか。そ
の大きな要因として、彼らが旧植民地出身では
ないために、オランダ文化や慣習を共有してい
ないことにある。その中でも特に「言語」と「宗
教」に関する問題は、非常に難しい問題である。
例えば、言語の場合移民にとって社会経済的自
立を実現する上で、オランダ語運用能力は必要
不可欠である。また宗教に関しては、キリスト
教国のオランダにイスラム教が流入することを
意味し、一つの社会にキリスト教とイスラム教
の共存を可能にするという非常に大きな問題を
包摂するのである。

2.2　�70 ～ 80年代にかけての移民政策の
変遷

　次に、オランダ政府の外国人労働者問題に対
する政府の動きを見ていきたい。70年代当時の

オランダ政府は、外国人労働者を「一時的」な
労働資源とみなしており、いずれは本国に帰還
するものと捉えていた。特に1978年の「外国人
労働者雇用法5」に代表されるように、70年代を
通じてオランダ政府の外国人労働者に関する政
策は、制限的な性格を帯びていた。しかしなが
ら、80年代に入るとこのような状態に変化が生
じ始める。その契機とされたのは、1979年に政
策科学審議会によって提出された主に移民・外
国人問題に対する報告書「エスニック・マイノ
リティ（Etnische minderheden）」である6。その
後、内務省が1983年に「マイノリティ・レポー
ト（Minderhedennota 1983）」を発行した。同報
告書は、「エスニック・マイノリティ」における
提言に対し、政府による具体的な社会政策の策
定を約束し、移民・外国人労働者を支援してい
くことを謳った内容である。例えば移民・外国
人政策に対する積極的な支援の政策例として、
80年代初頭には当時のルード・ルベルス（Ruud 

Lubbers）首相のリーダーシップのもと、1000

人のモルッカ人の公務員への就業促進のプログ
ラムといった具体的な支援策が実施されたので
あった7。だが、90年代近くになるとこれらの積
極的な政府支援に翳りの兆しが見え始めた。そ
の変化は、政策科学審議会から1989年に発行さ
れた「移民政策（Allochtonenbleid）8」にも現
われている。同報告書は、当時移民問題に関し
て深刻化に陥っていた雇用と教育問題の重点化
の促進を提唱する内容が中心であったが、加え
て移民の急激な人口増加に関する指摘があった
ことも忘れてはならない。現に、オランダの移
民人口は80年代の10年間で6割も増加しており、
移民の高い失業率と教育機会の不平等の問題だ
けでなく、抑制不能に陥った移民人口の増加と
いう質的・量的問題が浮き彫りになった当時の
オランダの実状に対し、この状況が将来に亘っ
て継続されることを政策科学審議会は「受け入
れられない」と表現したのである。福祉国家オ
ランダでは、移民政策においても、社会保障依
存型の方針が採用されてきた訳ではあるが、同
報告書を契機として、移民たちのオランダ社会
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への「統合」の必要性が問われ、就労機会への
アクセスが乏しいエスニック・マイノリティら
に対しても、オランダ社会への貢献を要求され
始めたのであった。

2.3　�政治アリーナにおける移民論争のは
じまり

　90年代に入ると、政治アリーナにおいても移
民問題に関する議論の口火が切られたのであっ
た。1991年には、自由主義政党である自由民
主国民党（Volkspartij voor Vrijheid en Demo-

cratie）の当時の党首であったフリッツ・ボルケ
スティン（Frits Bolkestein）が、移民問題に関
して包括的な討議の必要性を訴えた9。またキ
リスト教民主主義に則り、就労よりも所得保障
を重視する独自の福祉国家形成の中心を担って
きたキリスト教民主アピール（Christen-Democ-

ratisch Appèl）が移民政策において、従来型の
福祉制度の多用ではなく、移民を市場経済に編
入させ社会経済的自立を促す傾向に変化した意
味は大きい10。このように90年代前半のオラン
ダ主要政党の移民問題に関する見解の特徴とし
て、福祉から就労へといういわゆる新自由主義
傾向が高まりを見せたのであった。
　それでは、なぜ90年代前半に移民問題に関
する政党見解の変化が生じたのだろうか。もと
もと大陸ヨーロッパでは、キリスト教民主主義
の思想を重んじた所得再配分を重視する福祉国
家形成が進められてきたが、90年代は「福祉国
家の再編期」と表現されるように、キリスト教
民主主義が従来のような勢力を保てない状況に
陥ったのであった。その背景として、グローバ
ル化、ヨーロッパ統合や規制緩和等により政党
の支持基盤に対する保護政策が困難化したこと
や、ヨーロッパ通貨統合の前提として、第一に
赤字削減に対処する必要性から各種の社会給付
の削減の影響が生じたことが挙げられる。また、
キリスト教民主主義政党が、従来のような勢力
の維持ができなくなり党の脆弱化が顕著となる
中で、キリスト教民主アピール自身もグローバ
ル化やEU拡大といった社会経済の世界規模の

変化に合わせて、自らの政治的信念の再構築を
図る必要があることを認識している11。
　しかしながら、このような社会構造の変容の
要因だけで、移民問題に関する政策や主要政党
の見識に変化が生じたのだろうか。特にボルケ
スティンの移民政策に主張は、言語政策の強化
や、オランダ文化の共有、さらにはイスラム文
化全体への批判まで含まれている。
　80年代のオランダでは多極共存型民主主義
の理念が残存しており、エスニック・マイノリ
ティらの自主的な権利は容認され、オランダ社
会への強制的な同化政策は採用されていなかっ
た。だが90年代は、湾岸戦争や『悪魔の詩』論
争等イスラムの社会問題化やイスラム教徒の急
進化が要因となり、イスラム世界からの社会秩
序の保守という名目で、従来の外国人排斥主義
に大義名分が付加された。この事が右翼政党を
はじめとし90年代以前より移民問題に関して
問題意識をもっていた自由主義政党に対して
も、移民批判のアドバンテージを与えたのであ
る。以上のように、90年代は多数の社会問題
の一つのアジェンダであった移民問題が、世界
的な社会構造の変化や、改善されない移民の失
業率やマージナル化、そして正統化されつつあ
る外国人排斥主義によりオランダ社会の主要ア
ジェンダの一つになり、すぐにでも論争対象に
なる可能性を高く秘めていたと言えるだろう。

3.　新右翼政党フォルタイン党躍進の文脈
3.1　紫連合政権の改革の光と影
　1994年5月のオランダ総選挙は、1918年より
76年間に亘って政権担当であった中道政党の
キリスト教民主主義政党が下野するという歴史
的な選挙結果となった。替って誕生したのが、
中道左派の労働党（Partij van de Arbeid）のウィ
ム・コック（Wim Kok）を首班とする紫連合政
権である。 紫連合政権は労働党、中道右派政
党の自由民主国民党と、中道左派リベラルであ
る民主66（Democraten 66）の3党によって構
成された12。
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　紫連合政権は、敵対関係にあった社会民主主
義と自由主義が政治のパートナーシップを結ん
だことも画期的であったが、労働市場に大幅な
規制緩和政策を次々に導入した「オランダ・モ
デル」と呼ばれる労働市場改革を推進したこと
でも有名である13。この改革では、例えばフル
タイム職員の雇用のみを促進させるのではな
く、市場経済の実状に即したパートタイム職員
や派遣職員といった多用の雇用形態の労働者を
積極的に増加させ、労働市場の柔軟化を図る一
方で、フルタイム職員とパートタイム職員との
間に労働時間あたりの賃金差や休暇制度、社会
保障制度の差別の禁止を設けたり14、一定の就
労期間を経た派遣職員の正規職員への登用の権
利を保障する法律15も施行した。
　さらにコックは、長年のキリスト教民主主義
政党の政治支配によって染み付いた、既得権益
に対する改革にも着手した。具体的には、審議
会が利益団体と政府の協議の場と化していた性
質を、審議会数の大幅な削減をすることで、専
門的な審議機関として役割をリニューアル化し
た。ただし、審議会に対する改革の実施は労働
党としての別の理由も含まれていた。労働党は、
審議会を改革することでキリスト教民主主義政
党の系列団体を解体させ、支持基盤を消失させ
る狙いが存在していたのである16。
　紫連合政権の改革により、雇用創出による失
業率の改善や経済成長が具体的な成果として
表われる一方で、政権に対する不満は第2次内
閣（1998-2002年）以降、次第に露呈し始めた。
紫連合政権は、労働市場やビジネス分野といっ
た経済領域には柔軟性をもった斬新な改革を推
進する反面、経済発展を最優先させるがあまり
教育、医療・保険、鉄道・道路といった公共セ
クターへの投資を後回しにしたのである。また
雇用制度の柔軟化により、ライフスタイルに合
わせた様々な就労形態が選択可能になった一方
で、主にテレワーク業を営む従事者に代表され
るように、毎月の収入の不安定化を招くケース
も発生した。社会保障制度によって手厚くセイ
フティー・ネットで守られていたのは既に過去

の話となり、紫連合政権は社会保障制度に関し
ても改革のメスを入れ、これらのワーキング・
プアに対する支援予算の削減も実行したのであ
る。またこの時期は、雇用創出の実現によりオ
ランダ経済が発展し高所得者が増加する反面、
ワーキング・プアを代表とする低賃金労働者が
社会的にマージナルな存在に転落するという状
況に陥り始めた。このような社会経済の効率化
を最優先させる政府に対し、次第に国民の不満
は募り始めたのであった。

3.2　オール中道化内閣
　中道左派政党と中道右派政党そして中道左派
リベラル政党と、政党の主義・信条において異
なった色彩をもつ3政党によって構成した紫連
合政権であったが、「オランダ・モデル 」を成
功させるため、彼らが積極的に新自由主義路線
を採用したことについては前節に述べた通りで
ある。しかしながら、ここで指摘しておかなけ
ればならないのは、もともと計画経済や福祉国
家路線を提唱してきた労働党が、なぜ新自由主
義に基づいた社会経済政策を採用したかという
ことである。その理由として、80年代末に始
まった党内改革により、90年代初頭には市場経
済とグローバル化を積極的に受容する方向に、
大きく方針転換をしたことが挙げられる17。さ
らに、労働党の新自由主義路線への転換にある
背景を構造的な面から検討するのであれば、80

年代の福祉国家の変容が大きく関係していると
言えよう。従来は高度成長と工業社会に支えら
れソーシャル・セキュリティーを制度体系とし
ていた福祉国家は、80年代に突入すると低成長
や脱工業化により、ソーシャル・セキュリティー
のソーシャルが消失し、国家が守るセキュリ
ティとは公安のみを意味するものとなっていっ
た18。オランダにおいても、このような世界的
な傾向に準ずるように、従来の福祉国家体制か
ら訣別し、新自由主義路線へ邁進していったの
であった。
　次に労働党の新自由主義路線への転換が、当
時のオランダ政治にどのような影響をもたら
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したものか考えてみたい。まず、新政権となっ
た紫連合政権が従来の政権と決定的に異なるの
は、長年政権の座に君臨していたキリスト教民
主政党が不在なことである。従来であれば、キ
リスト教民主政党を中道政党とし、左派政党で
ある労働党、もしくは右派政党である自由民主
国民党が主な政権パートナーとなり、「中道―
左派」「中道―右派」といった様に、政党間の
政策差が明確なものとして存在していた。しか
しながら、紫連合政権においてはキリスト教民
主主義政党が不在であることで、左派と右派政
党の混合政権であったのにもかかわらず、もと
もと新自由主義路線であった自由民主国民党、
中道左派リベラルでありながらも社会経済政策
において、自由民主国民党と同様に新自由主義
の採用に積極的であった民主66、さらに党内
改革によって新たに新自由主義路線の採用に踏
み切った労働党と、政権担当政党である3党全
てのオール中道化をもたらした。紫連合政権の
オール中道化によって、有権者の政党選択肢が
消失し、有権者の既存政党への幻滅に繋がった
のであった19。

3.3　2000年初頭の移民問題の動向
　次に、紫連合政権期の移民問題に関する動向を
検証したい。紫連合政権では移民政策に関して
も新自由主義の原理に従い、移民を社会保障制
度で救済するのではなく、就労によって労働市
場に参加させることを最優先事項として、就労
支援に関する各種プログラムの開催や、企業と
協定を提携し移民の採用の促進を進めてきた20。
政府のこれらの移民に対する積極的支援により
失業率は改善され、彼らの社会経済的地位は向
上する反面で、都市部における犯罪が改善され
ないことや抑制策を講じても流入を防ぐことが
できない移民・難民者に対する政府への不満が
国民の間で募っていった。
　また、この時期の特徴としてオランダ社会の
なかで、セキュリティに対する関心が国民の間
で高まったことが挙げられる。新自由主義政策
によって高所得者が急増する一方で、従来であ

ればソーシャル・セキュリティーによって、救
済されていたはずである移民者、ワーキング・
プアや失業者といった社会的にマージナルな層
を生み出す結果となった。また、これらの底辺
層の人々によりテロや犯罪行為が勃発する可
能性が高まり、国民が如何に危険から我が身を
守るかというセキュリティへの関心が高まっ
た。オランダ国民のセキュリティへの関心の高
さは、移民問題に関しても同様であった。従来
まで移民問題のメイントピックスに上っていた
のは、失業を中心とする雇用問題や教育問題等
が中心であった。だが、紫連合政権による積極
的な就労支援の成果により移民の雇用が拡大す
る中で、移民問題に関する議論の中心が、雇用
問題からセキュリティ問題へと転換したのであ
る。
　具体的に移民に対する議論が一気に拡大した
のは、労働党のシェファーによる2000年1月29

日のNRC紙への寄稿といわれる21。この寄稿の
中で、シェファーは移民問題に関して多岐にわ
たる分野の問題を指摘をしているが、その際の
理論の要となるのは、オランダ文化と民主主義
に対するイスラムからの防衛であった。イスラ
ムの非民主的な概念や、既存政権による文化相
対主義の尊重によりオランダ社会への統合政策
が遅延していると批判し、ひいてはこの政策遅
延がオランダの全体的な社会的団結を阻害して
いると批判した。90年代にはそれほど顕在化し
ていなかった反移民の世論が、シェファーの問
題提起により、国民的議論へ発展した重要な転
換点でもあり、またこの問題が移民問題の枠を
超え、オランダ政治全体の最重要アジェンダに
なった契機とも言えるだろう22。
　シェファーの論議から約1年半後の2001年9

月11日のアメリカでの同時多発テロの勃発も、
移民に対する世論の厳しさに更に拍車をかける
出来事となった。イスラム教徒に対するマスコ
ミの批判的な報道の繰り返しは、人々のイスラ
ム社会全体に対する一面的な見解を与え、ヨー
ロッパ諸国の政治リーダーに対してもイスラム
に対する知見にも影響を及ぼす結果となった。
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9.11により、イスラム問題は単に一国だけの問
題ではなくEUの政治議論のメインストリーム
と変化し、政治リーダーらはイスラムに対して
否定的な感情を抱くようになったのである。

3.4　同化政策へと変容する移民問題
　9.11以後ヨーロッパに反イスラム主義が蔓延
する中で、この時機を利用したのは新右翼政党
であり、彼らは反移民・反イスラムを掲げ、高
い支持者動員を成功させたのであった。フォル
タインもこの9.11の反イスラム感情の高揚に乗
じて、成功への足掛かりをつかんだ新右翼政治
家の一人である。彼は右派系雑誌エルゼビアに
て、反イスラム主張を展開しており、彼の急進
的主張やカリスマ性は9.11以降、メディアを通
じて一気に周知された。
　ただ、ここで考えなければならないのは、オ
ランダには柱状社会を形成した歴史があり、そ
こでの原則はオランダ国民のみならず、移民・
外国人労働者にも適用されてきた。換言すれ
ば、エスニック・マイノリティら独自のアイデ
ンティティや文化も尊重されてきた過去が存在
するということである23。しかしながら、2000

年以降のシェファーやフォルタインの発言は、
移民に関する社会統合の提議に変化をもたらし
た。既に移民は、従来のような独自の文化・慣
習・宗教や価値観を尊重される存在ではなく、
オランダの文化の慣習に従い、オランダ語を話
し、オランダ人と同様のアイデンティティをも
ち「オランダ人」になることを求められる社会
に変質しつつあるのである。

3.5　�紫連合政権下における新右翼台頭の
要件

　最後に本章のまとめとして、紫連合政権期
（1994～ 2002年）のどのような政治経済的な
要因により、2002年の総選挙における新右翼
政党の躍進に連結したのかを、以下3点にまと
めておく。
　第一に、キリスト教民主主義政党の政権の不
在である。キリスト教民主主義政党は、長年に

わたりオランダ政治の中心であり、さらにはオ
ランダ社会の安定の礎になり多極共存型民主主
義の維持に功労してきた政党であった。新政権
の首班となった労働党は、もともと労働者の地
位と向上が政党の最重要アジェンダであり、従
来のキリスト教民主アピールが取り組んでい
た、社会秩序維持や行動規範や道徳といった領
域にあまり関心をもっていなかった。
　第二に、オランダ国民の社会経済的格差の拡
大である。新自由主義の発展により、従来で
あれば救済できたはずの低所得者層に対する社
会保障制度が手薄になったことにより、社会的
マージナルな階層を生み出す結果となった。そ
して、これらの層の社会に対する不満を吸収し、
潜在的支持者につなげることができる新右翼政
党の台頭のポテンシャルが上昇した。
　第三に、既存政権そのものがオール中道化と
したことである。紫連合政権は、経済政策の自
由主義化の推進を掲げる自由民主国民党を政権
パートナーにしたこともあり、政権の政策主体
が経済政策推進中心であったことや、また個人
の自由の側面といったモラルなどに関する面で
は、国家が個人の志向やライフスタイルに干渉
することを嫌い、国家の「中立性」重視した政
権であった。ただ、紫連合政権がモラルの問題
に関して無関心だったわけではない。第2次紫
連合政権下では、売春、安楽死、同性婚の分野
で合法化・法制化を実現させている24。

4．�フォルタイン党における支持者拡大の
要因

4.1　�2002年の選挙綱領から分析する有権
者の支持拡大の要因

　本章では2002年のオランダ総選挙にて新党
結成わずかにもかかわらず、26議席もの議席
を獲得したフォルタイン党に関する躍進の背景
について分析を試みたい。本節では具体的に、
2002年のフォルタイン党の選挙綱領25を用い
て、どのようなマニフェストや政策方針により、
有権者がフォルタイン支持を決定づけたのか明
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らかにする。
　全8ページから構成される選挙綱領の中で、
記述分量の多いものとしては、移民問題、エス
ニック・マイノリティの社会的解放、治安、ヘ
ルスケアの4項目であった。さらに紫連合政権
の公共サービスの脆弱性についても、フォルタ
インはマニフェストの中で指摘する。2000年
代に入り「移民」「セキュリティ」といった大
きくクローズアップされたアジェンダに加え、
紫連合政権の社会経済政策の重点化により手薄
になった公共サービスに対するオランダ国民の
不満を抱えるトピックスを扱っており、当時の
民衆のニーズを非常に察知したポピュリズム政
党ならでは選挙綱領と言えるのではないか。
　次にフォルタイン党の主張の要でもある、オ
ランダにおける外国人問題に関してどの様な
言及がなされていたのか確認したい。まずこの
テーマに関しては、彼は人権や社会的な権利と
いう視点からみたエスニック・マイノリティの
社会的解放と、社会政策としての移民問題に分
類して主張する。その中で特徴的なのは、フォ
ルタインが移民や難民に対する直接的な批判を
避けていることであり26、ここにフォルタイン
党が出現する以前より政党活動を続けてきた
90年代までの右翼政党27と、フォルタイン党と
の相違点が存在すると思われる。フォルタイ
ン党は従来の右翼政党の様に、単に移民に関し
て否定的な批判を繰り返すのではなく、批判の
矛先を移民自身に見出すのではなく、彼らを取
り巻く環境（政治、文化、宗教）といったもの
に原因の矛先を向ける論理を展開したのであっ
た。またどちらかと言えば、フォルタイン党は
移民・難民に対するエンパワメントに好意的な
姿勢を示し、有権者に対し以前のような外国人
に対し排斥的な主張を繰り返す従来の右翼政党
とは一線を画す新たな存在としてアピールを展
開する手法を採用したのである。

4.2　メディアによる支持の拡大
　フォルタイン党の躍進の要因として忘れては

ならないのが、メディアの多用である。フォル
タインほど、2002年の選挙戦にてメディアを通
じ、自らの主張を行った政治家は存在しなかっ
た28。
　伝統的にオランダの選挙におけるメディアの
中心はテレビと新聞であり、これら媒体を通
じて立候補者の主張、政策方針や立候補者討論
会といった立候補者の実像を有権者に提供する
役割を担っており、米国の様なテレビというメ
ディアを通じて、有権者へどのようなインパク
トを与えるかといったことに重点を置いてはい
なかった。しかしながら、フォルタインが出馬
した2002年の選挙ではテレビの役割が大きく
変容し、民間のテレビ局によって選挙期間中に
は米国型のエンターテイメント性に彩られた選
挙番組の放送が開始された29。その結果、フォ
ルタインの荒唐無稽さやメディアに対する好意
的な姿勢は結果としてメディアとの親和性を生
み出す結果に繋がった。実際には、メディアへ
の露出の増加は、確実にフォルタイン支持に結
びついたのである30。
　さらに、このメディアの本質を最大に発揮さ
れたのが2002年5月6日のフォルタインの暗殺
であった。彼の暗殺により、メディアはそれま
で以上にこぞって特集を組み、予想議席獲得数
の調査では、選挙期間中の最大35議席にまで
到達したのである。話題性のインパクトが強け
れば強いほど、支持者獲得の可能性が高まると
いう傾向と結果が如実に反映された出来事であ
り、メディアとフォルタインとの強い関係性が
存在しなければ、フォルタイン党の躍進がこれ
ほどの結果を生じなかった可能性も大いに考え
ることができるのである。

5. 2002年総選挙までのフォルタイン党の
躍進の道程
5.1　�フォルタインと反エスタブリッシュ政

党「すみよいオランダ」との出会い
　2002年5月15日のオランダ総選挙を約3か月
に控えた2002年2月11日に、ピム・フォルタ
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イン31を党首とするフォルタイン党は結成され
た。結成まもない同政党が初の国政選挙にて26

議席もの議席を獲得した背景には、フォルタイ
ンの全国的な知名度があったからであり、その
知名度を拡大させた「すみよいオランダ」にお
ける政党活動があってこその結果でもあった。
　労働党の幹部であったヤン・ナーヘル（Jan 

Nagel）らによって、1993年3月に設立した「す
みよいオランダ（Leefbaar Nederland）」の基本
理念は、住民参加型の政治の追求であった。具
体的には、オランダの古く伝統的な既存政治体
制の打破を掲げ、上院の廃止や直接市長選挙制
度の導入などの進歩的な主張をする一方で、住
宅ローンの金利控除の廃止や、外国人に対する
統合政策の強化といった自由民主国民党と同様
である保守主義的な見解も示し、いわば左派と
右派のポリシーが混淆した政策提言を行ってい
た32。しかしながら、2002年の国政選挙に照準
を定めたものの、党には大きな課題が残されて
いた。
　90年代に地方自治体の選挙にて「すみよい」
と冠をつけた地方政党の勢力拡大の背景は、地
方政治の染み付いたエリート支配といったオラ
ンダ特有の合意形成システムに対する批判や、
地方問題の政治化などに対する明確な対案を有
権者に提示できたからである。その反面「すみ
よいオランダ」に関しては、国家的な問題に対
する提言を可能にするだけの力量や、党を牽引
するリーダーシップをもつ指導者が存在してお
らず、既存の主要政党と互角に戦うだけの力量
が絶対的に不足していたのであった。このよう
な党の力量不足を補填するだけの人材というこ
とで、党執行部に白羽の矢を立てたのが、フォ
ルタインであった。「すみよいオランダ」は、フォ
ルタインの全国的な認知度や、既存政治体制や
伝統的コンセンサス・モデルへの批判という同
一的な見解を評価し、2001年11月25日の党大会
にて、フォルタイン445票中394票を獲得する圧
倒的支持により「すみよいオランダ」の筆頭候
補者としての擁立が確立された。

5.2�「すみよいロッテルダム」における勝利
　総選挙の前年の11月には「すみよいオラン
ダ」の筆頭候補者となったフォルタインであっ
たが、翌年5月に控えた総選挙の試金石として
目をつけたのが、当時フォルタイン自身も市民
の一員でもあったロッテルダムの市議会選挙で
あった。既にロッテルダムに関しても、長年の
労働党によるエリート支配政治を打破すること
を目的とした地方政党「すみよいロッテルダム
（Leefbaar Rotterdam）」が2001年12月にロナル
ド・セレンセン（Ronald Sørensen）によって
結成されていた。当初、2002年3月には市議選
が控えた「すみよいロッテルダム」の筆頭候補
者には、党首セレンセンが決定されていたが、
フォルタインが新たな党員として加入したこと
で、既に全国的な知名度を誇っていたフォルタ
インに筆頭候補者を譲り、2002年1月20日には
党として正式にフォルタインを筆頭候補者とし
て擁立したのであった。
　「すみよいロッテルダム」の選挙期間中の戦
略に関しての全権は、ほぼフォルタインが握り、
特に強い不満を抱えていたロッテルダムの治安
問題と移民統合問題を政策のメインに据えて、
選挙戦を展開していった33。2002年3月6日に
ロッテルダム市議会選挙は実施され、「すみよ
いロッテルダム」は初選挙ながら、定数45議席
中の17議席の獲得と34.7％の支持率を獲得し、
第一党に躍り出た。一方の「すみよいロッテル
ダム」の選挙期間中の攻撃対象であった労働党
は第二位に転落し、11議席の獲得と22.4％の支
持率に留まった。この選挙結果は戦後1945年
より途切れることなくロッテルダム市議会の最
大会派であった労働党の牙城を、初めて崩した
ことを意味したのであった。「すみよいロッテ
ルダム」の獲得議席は過半数の23議席に及ばな
かったため、連立パートナーが必要となり連立
交渉が開始された。連立交渉は5日間という短
時間で終了し、「すみよいロッテルダム」、キリ
スト教民主アピール、自由民主国民党の三党新
連立体制を樹立し34、連立交渉以前より労働党
を排除した組閣を成立させようと画策していた
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フォルタインの思惑通りとなったのである。総
選挙目前のフォルタインにとって、今回のロッ
テルダム市議会選挙はフォルタイン自身がもた
らす有権者への政治的インパクトや、総選挙に
向けてのアドバンテージの獲得に繋がったまた
とない好機となったと言えるだろう。それでは、
ロッテルダム市議会選挙によってフォルタイン
が獲得した具体的な優位点は具体的にどのよう
なものなのであったのか検討したい。

 第一に、今回の勝利によってフォルタイン
がロッテルダム市議会の地殻変動を起こしたこ
とである。この勝利によって、労働党を中心と
する既存体制批判がいかに友好的な戦略的手段
かの証明にも繋がった。

 第二に、フォルタインは組閣交渉時に、事
前にシナリオを描いていたキリスト教民主ア
ピールおよび自由民主国民党との連立を成立さ
せたことで、与党の執行部としての力量が自ら
が備わっていることを対外的にアピールできる
絶好の機会になったことである35。

 第三に、選挙戦における移民・難民問題の
アピール方法の確立である。当時フォルタイン
は世論では、移民・難民問題に関して排他的主
張を行うナショナリストという評価が強く、い
わばアウトサイダーとしてみなされていたが、
ロッテルダム市議会選挙では、これらの問題に
関して、本来の主張よりも遥かにトーンを抑制
した主張を展開し、移民に対する直接的な批判
を行わないよう心掛けた。この変化は、前章で
も指摘したが、2002年の総選挙のフォルタイ
ン党の選挙綱領でも反映しており、移民・難民
問題に関してエンパワメントを支援する主張を
行っており、自らの政治的正当性を失う危険が
懸念されることを見越しての判断であった。

5.3　フォルタイン党の結成
　ロッテルダム市議選に向けての準備を進める
中、同時期に「すみよいオランダ」でもフォル
タインに関わる動向に変化が生じた。元々、「す
みよいオランダ」は犯罪や治安といった領域で
は、移民に対して一定の厳しい対応を辞さない

方針をとっていたが、あくまで中道左派政党と
して、人種差別やゼノフォビアに関しては、断
固反対の姿勢を貫いていた。もとよりフォルタ
インは、移民・難民問題に関して「オランダは
満員だ」「国境を閉鎖すべきである 」「イスラ
ムは後進文化である」等、移民政策としての範
疇を逸脱した過激かつ外国人差別とも受け取れ
るような発言を度々行っており、「すみよいオ
ランダ」の党執行部との温度差が確実に存在し
ていたが、2002年2月9日のフォルクスラント
紙のインタビュー記事により、その決裂は決定
的なものとなった。フォルタインは、党内との
難民政策の見解の相違について言及し、一定の
難民受け入れを容認する党方針に対し、難民の
一切の受入れを拒否する主張を展開したのであ
る。フォルタインのこの爆弾発言に既存政党は、
こぞって集中非難を浴びせ、事態を非常に重く
受け止めた党執行部は協議の結果、2月10日に
フォルタインの正式な解任を決定した。
　その翌日の2月11日に、フォルタイン自らの
政党である新党フォルタイン党を設立した。新
党を結成したものの、当初フォルタイン党が選
挙戦で十分に善戦できるだけの支持者動員がで
きるか懸念されていたが、それは杞憂に終わっ
た。なぜなら、2001年10月から2002年2月にか
けて、「すみよいオランダ」における支持層の
右傾化が進んでおり、党内のかなりの支持者を
フォルタインへ引き継ぐことが成功したのであ
る。また、「すみよいオランダ」の支持者とフォ
ルタイン党の支持者の共通の特徴として、男性・
若年層・都市部居住者が多く、関心事項として
当時の社会問題であった治安や犯罪問題を挙げ
る市民が多く「すみよいオランダ」の支持層を
フォルタイン党へそのままスライドすることが
可能となったのである36。
　新党結成後、3月にはロッテルダム市議選の
大躍進、さらに同月14日には、ベストセラーと
なった自書『紫政権八年の築いた廃墟』の発売
など、フォルタイン旋風が吹き荒れる中、フォ
ルタイン暗殺という衝撃的な事件がオランダ全
土を震撼させたのであった。
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5.4　フォルタインの暗殺と2002年総選挙
　2002年5月6日のフォルタイン暗殺は、オラ
ンダのみならず世界中に広く報道された。フォ
ルタイン党はフォルタイン不在により党の求心
力を失ったことで、直ちに党内部での実権争い
が勃発した。ただし総選挙は予定通り5月15日
に実施され、同日の夕刻からは開票作業が開始
したが、選挙結果は驚くべき結果となった。紫
連合政権の労働党、自由民主国民党、民主66と
もいずれも大幅に議席数を減らし、3党の合計
獲得議席総数は前回選挙と比較して43議席を
失う結果となった。また一方で、前回の総選挙
では大幅に議席を減らし、76年振りに下野す
ることになったキリスト教民主アピールが14

議席の増加と回復を遂げた。しかしながらこの
選挙で最も驚愕すべき結果は、台風の目となっ
ていたフォルタイン党の躍進であった。設立か
らわずか3か月で国政選挙に参加した同政党は、
党首不在にもかかわらず26議席と17％の支持
率の獲得に成功したのである。
　このように、フォルタイン党の大躍進、キリ
スト教民主アピールの回復、そして既存政権3

党の大量の議席数の送信と、1994年のキリスト
教民主アピールの大敗以上に、今回の選挙では
オランダの政治自体を揺るがす大変動が起こっ
たのであった。

5.5　�フォルタイン党がオランダ政治に及
ぼした影響

　本章の最後に、フォルタイン党がオランダ政
治へもたらしたインパクトを以下2点ほど指摘
したい。
　第一に、オール中道化の傾向にあった当時の
オランダの既存主要政党が、2002年の総選挙
後に、党内改革によって明確に政党ポリシーを
打ち出し始めたことである。具体的には、キリ
スト教民主アピールは新党首ペーター・バルケ
ネンデ（Peter Balkenende）の主導のもと、中
道右派から右派保守主義への転換が図られた。
一方の労働党は、2002年の総選挙直後に党内
改革を着手した。2004年5月には新たな改革プ

ランを発表し、中道左派政党としての位置づけ
を明確にし、雇用や社会保障、福祉を重点化す
る政党方針を表した。
　第二に、ポピュリズム政治家の出現である。
フォルタインの出現によって、従来のオランダ
の選挙戦で採用されてきた選挙綱領を用いた政
党方針の説明といった地道な支持者の獲得を目
指すのではなく、政治の素人でも分かりやすい
明瞭な主張、人をひきつける容貌といった政治
内容とは異なる部分を用いることで、有権者支
持を獲得することが可能と証明されたのであっ
た。この先例に続くように、オランダでは、「カ
リスマ政治家」が多数出現した。例えば、2002

年に労働党の党首に就任したボスである。彼の
強いリーダーシップや、スタンド・プレイヤー
という批判も多かったが、オランダ市民の間で
は、その若々しい容貌や、強いリーダーシップ
から特に女性からの人気を博し、カリスマ政治
家を評判になった37。
　以上のようにフォルタイン党の出現によって
既存政党は、今後の有権者の支持獲得に関して、
党内の方向性の再構築を検討せざるを得ない結
果に繋がったと言えるだろう。また、その政党
だけのオリジナリティを明確に打ち出すことを
講じなければ、今後の選挙戦で生き残ることが
できないとはっきりと証明されたと考えられる
のではないか。

6. 新右翼の再興－オランダ自由党－
6.1　オランダ自由党の登場
　フォルタイン不在となったフォルタイン党
は、2002年の総選挙後にキリスト教民主アピー
ルのバルケネンデを首班とする第1次バルケネ
ンデ内閣の政権担当政党して、キリスト教民主
アピール、自由民主国民党との3党の連立体制
をとった。ただ、新政権が発足されてもなおフォ
ルタイン党の内紛は収集をみせず、事態を重く
受け止めたバルケネンデは、第1次内閣の総辞
職を決定した。その後実施された2003年1月22

日の解散総選挙では、フォルタイン党は8議席
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獲得と5.7％の支持率と辛うじて議席を守れた
が、スタープレイヤーの不在であるフォルタイ
ン党が政権に返り咲くことはなく、最終的には
2008年1月1日にフォルタイン党は解体するこ
ととなった。
　自由党はフォルタイン党が2006年の総選挙
にて全議席を失い、支持率が0.2％とほぼ壊滅
状態に陥るのと入れ替えするように新右翼政党
として勢力の伸張を進めてきた新右翼政党で
ある。自由党はフォルタイン党設立の5年後の
2006年2月22日に設立され、初めて国政選挙に
参加した2006年の総選挙では9議席の獲得に成
功したのであった。

6.2　党首ウェルデルスの反イスラム論
　自由党の党首ウェルデルスは、1990年から
2004年まで14年にわたり自由民主国民党の党
員で、1990～ 98年まで当時の自由民主国民党
の党首であったボルケスティンのスピーチライ
ターとして働き、ボルケスティンが主張するイ
スラム問題における政治的言説に非常に影響を
受け、彼を政治活動上のメンターとして仰いだ。
ウェルデルスが展開する反イスラム論は、彼の
政治的言説の中心を担うものであり、イスラム
を「暴力的であり全体主義的なイデオロギー」
とみなし、西欧社会と法と秩序に反する教義を
展開する非常に問題の多い概念と評価した。同
じ新右翼政党でも、フォルタインが展開する反
イスラム論は、イスラム教の女性蔑視や同性愛
を否定する価値観は西欧社会の民主主義の原理
とは相容れないものとみなし、オランダ的価値
観の保全に対する政治的言説を展開したのに対
し、ウェルデルスはイスラムを民主主義の価値
観に相反する後進的宗教と定義し、一部のイス
ラム急進派が扇動するテロリズムといった暴力
的行為から西欧社会の防衛を政治的言説の中心
にして反イスラム論を展開したのである38。

6.3　�2010年総選挙結果と自由党躍進へと
つなげた政治的機会構造

　2010年6月9日にオランダ総選挙は実施され、

自由民主国民党は前回比の9議席増となる31議
席を獲得し第一党となった。この勝利は、オラ
ンダ政治において自由主義政党が初めて第一党
を獲得した歴史的な選挙結果でもあった。労働
党は、前回比3議席減の30議席を獲得し、自由
民主国民党に次いで第二党となった。一方のキ
リスト教民主アピールは、1994年の総選挙の
前回比14議席減をさらに上回る、20議席を失
う大打撃となった。また今回の台風の目であっ
た自由党は、2006年選挙に比べ15議席増とな
る24議席の獲得に成功し、2010年総選挙にお
ける一番の勝利政党となった。4年前の2006年
の総選挙では僅か9議席しか獲得しなかった自
由党が、4年の間に15議席を増加させることを
可能にした要因を政治的機会構造の側面から分
析すると、以下2点にまとめられる。
　第一に、2002年のフォルタイン党がもたら
した政治変動により既存主要政党による右派お
よび左派の分極化が進行し、自由党のような右
派の政治立場を明確に示す政党への支持が増加
したこと。
　第二に、2000年以降の主にポピュリスト政
党の躍進によって、これらの政党が一時的人気
に留まらない継続的な議席獲得を可能とする政
党が出現し始めたことである。自由党が2006

年の総選挙を皮切りに2009年の欧州議会選挙、
2010年3月の地方自治体選挙、そして2010年6

月の総選挙における躍進のプロセスは、自由党
が単なる一時的な人気政党ではなく、継続的に
議席を獲得できる既存政党と同等にみなされた
政党への変容でもあるのであった。

おわりに
　オランダは、フランスのように移民受入れ当
初から統合化政策を採用した訳でもなく、オー
ストリアのように他民族帝国の歴史によって、
言語や宗教が異なる複数の民族を抱えていた
訳でもない。それどころか、歴史的に外国人排
斥主義を掲げる右翼政党も忌避された存在であ
り、80年代終盤までは、移民とオランダ人が共
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存する社会が成立していたのである。戦後オラ
ンダが他のヨーロッパ諸国と比べて、ゼノフォ
ビアが生まれにくい環境にもかかわらず、10年
の間に2つの新右翼政党が大躍進を遂げた背景
には、やはり移民問題の影響を見逃すことがで
きないだろう。
　無論、筆者はオランダにおける新右翼台頭の
主因が移民問題にあるとは考えていない。しか
しながら、2002年のフォルタインの暗殺以降、
オランダにおける政治的争議の中心が移民問題
とりわけイスラム問題に関連する事象であるこ
とは特筆すべきことであり、またフォルタイ
ン党の凋落以降、フォルタイン党以上に過激な
反イスラム主張を掲げる自由党が、なぜ市民の
支持獲得が可能になったのか検討する上で、移
民問題を抜きにして語ることはできないと考え
る。
　新右翼政党が移民問題に関する否定的見解で
政治主張をする際に、その主張に一定の政治的
正当性を内包しなければ、それは従来の右翼政
党と同様の単なるゼノフォビアに留まってしま
う危険性が高い。例えば、政教分離が国家の基
本原理であるフランスでは、学校でブルカの着
用を行うようならば、新右翼政党の反イスラム
主張への政治的正当性を与える格好の好機とな
る。オランダでもブルカの着用は、セキュリティ
的な側面から批判を受けていたが、2011年9月
には、自由民主国民党党首であるルッテ内閣が
ついにブルカ着用禁止法案を閣議決定した。こ
の決定はフランス、ベルギーに次いでヨーロッ
パで三番目にブルカ着用禁止の導入が決定した
事例となった。オランダ政府によるブルカの着
用禁止の根拠として、ブルカの着用がオランダ
の開かれた社会に適応しない点と、ブルカに
よって抑圧されている（と考えられる）イスラ
ム女性に対する解放を目的とすることを挙げて
いる39。この場合、オランダ政府が主張する「開
かれた社会」というのは、西欧社会の原理原則
である人権の尊重や男女平等などが遵守された
社会を指し示す。さらにオランダの伝統的な寛
容の精神や、同性愛の権利保護や一定の麻薬の

容認などを例とする人々への自由に対する容認
度も極めて高い伝統的価値観もオランダの「開
かれた社会」を強める理由となる。このような
オランダの伝統的価値観は一見すると、イスラ
ム民族をはじめとするマイノリティらの自由や
権利に関する問題についても寛容であると解釈
されることも多い。しかしながら、フォルタイ
ンやウェルデルスらはこの伝統的価値観の解釈
を逆手にとって、オランダの伝統的価値観に対
するイスラム文化の侵食からの防衛という点を
強調することで、自らの政治的正当性を高める
ことに成功したのである。フォルタインであっ
ても、ウェルデルスであっても、彼らがイスラ
ム教徒への嫌悪を政治的言説に露骨に含ませる
のではなく、オランダの価値観とは共有出来か
ねるイスラムの文化、慣習や思想に対し否定的
な主張を行い、オランダ市民からの支持を獲得
することをなし得たのである。
　ただ、フォルタインとウェルデルスのイスラ
ム問題に対する政治見解が全て同様であったと
は言えない。フォルタインが2002年の総選挙の
際に、イスラムに対して否定的な見解を示しな
がらも選挙綱領ではエスニック・マイノリティ
に対するエンパワメントの必要性にも触れる一
方で、ウェルデルスに関しては、2010年の選
挙綱領においてオランダ社会に存在するイスラ
ム社会の影響の根絶とも受け取れるイスラム教
徒に対する人権、教育、言論、慣習や社会保障
などの制限を加える政策方針を提示している。
　アメリカの同時多発テロ以降、2004年のス
ペイン列車爆破事件、2005年のロンドン同時
爆破事件やパリ郊外暴動事件などヨーロッパで
勃発した多数のイスラム関連の事件により西欧
社会に蔓延するイスラム世界に対する否定的見
解の浸透は、より一層ウェルデルスの反イスラ
ム的な政治的言説を助長する結果にも繋がって
いるとみなしてよいだろう。これは、フォルタ
イン党の躍進の際には顕著ではなかった国民共
同体の正統な成員資格を決定する新右翼政党と
しての原理の解釈が、ウェルデルスによって非
常に排斥的な性質に変容したことも意味する。
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フォルタイン党の躍進の背景は、オランダ社会
全体の大規模な構造変化の影響が起因する部分
が大きいが、自由党の躍進の背景にはオランダ
政治の構造変化の影響のみならず、ヨーロッパ
全体に拡大する、ゼノフォビアの風潮の高揚に
も関係するものであり、具体的にはオランダ市
民として社会に容認にされる為には、完全にオ
ランダ人と同化すべきであるといった強権的な
内容への変化である。このように新右翼政党の
比較という側面で検討すれば、フォルタイン党
と比べて自由党のイスラム問題に対する政治解
釈は間違いなく右傾化しており、また閣外協力
とは言え自由党が政権担当へ参入したことは、
オランダの移民政策自体がより一層厳格化する
方向性を秘めているといっても過言ではないだ
ろう。

1 オランダは60年代までは、プロテスタント、カ
トリックという宗派別と社会民主主義、自由主
義などの政治信条別にそれぞれが全く別の社会
グループを形成しつつ、国家を形成してきた。
このシステムを「柱状社会」と呼ぶ。社会グルー
プごとに、幼稚園、学校、病院、保険、スポー
ツ団体、文化団体、婦人連盟、政党、労働党組
合、経営者団体、新聞、放送局、小売店、カフェ
等があり、人々の生活が各々のグループの中で
編成された。各層から選出されたエリートらは、
自らの「柱」内の利害だけにとらわれて行動す
るのではなく、国家全体の利益を視野にいれた
政治的協調に努め、オランダ社会全体は多元的
であるにもかかわらず、安定した民主政治を維
持していた。しかしながら、この「柱状社会」
は70～ 80年代にかけて融解し脱柱状化（ontzuil-

ing）をもたらした。その要因として、政党や労
働組合の改変、各種政治指導者たちへの信頼の
減退、市民の政治参加の形態の多様化、それに
カトリックの影響力の後退などが原因として挙
げられる。しかしながら、現在もなお依然とし
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れる。
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